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【第211回国会】 

（1）委員名簿（25人） 

委員長 松木けんこう君 立憲 
理 事 城内   実君 自民 理 事 島尻 安伊子君 自民 
理 事 鈴木  貴子君 自民 理 事 堀井   学君 自民 
理 事 神谷   裕君 立憲 理 事 道下  大樹君 立憲 
理 事 杉本  和巳君 維新 理 事 金城  泰邦君 公明 
 伊東  良孝君 自民  小渕  優子君 自民 
 小泉 進次郎君 自民  國場 幸之助君 自民 
 鈴木  隼人君 自民  高木  宏壽君 自民 
 武部   新君 自民  西銘 恒三郎君 自民 
 宮﨑  政久君 自民  渡辺  孝一君 自民 
 小川  淳也君 立憲  篠原   豪君 立憲 
 守島   正君 維新  稲津   久君 公明 
 長友  慎治君 国民  赤嶺  政賢君 共産 

 

（2）設置の目的  

沖縄及び北方問題に関する対策樹立のため 

 

（3）議案審査  

付託された議案はなかった。 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑及び委員派遣が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 沖縄振興の観点からサトウキビ事業を活性化させるための沖縄及び北方対策担当大

臣の意気込み 

・ ライナープレートの設置と比較して経済損失が少なく住民避難等の負担を軽減でき

る耐爆容器方式による不発弾等処理を行えるようにする必要性 

・ 国及び沖縄県による電気料金の負担軽減に向けた支援策の効果及び支援策が終了す

る令和５年10月以降の支援の在り方 

・ 離島振興に対する沖縄及び北方対策担当大臣の所見 

・ 昭和47年の復帰以降初めて沖縄の人口が減少した要因 

・ 沖縄の島豆腐の安全性と豆腐製造業の継続の両立を図る必要性 

・ 宮古島、石垣島及び与那国島の自衛隊配備に対する住民の受け止めについての沖縄

及び北方対策担当大臣の所感 

・ 日露間の青少年の交流への支援の必要性についての外務大臣の所見 

・ 公益社団法人千島歯舞諸島居住者連盟の活動への支援の必要性についての外務大臣

の所見 

・ ロシアとの外交方針の変更及び諸外国との連携についての外務大臣の所見 
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（5）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

沖縄経済同友会代表幹事 
渕辺 美紀君 

株式会社ジェイシーシー代表取締役会長 
沖縄問題に関する件 

令和 

5. 6.13 

沖縄国際大学経済学部地域環境政策学科
前泊 博盛君 

教授 

公益社団法人千島歯舞諸島居住者連盟理
松本 侑三君 

事長 北方問題に関する件 

京都外国語大学教授 黒岩 幸子君 

 

（6）委員派遣  

派遣日 派遣地名 派 遣 目 的 派遣委員 

(閉会中) 
令和 

沖縄県 沖縄問題に関する実情調査 ９人 
 5. 7.20 
 ～ 7.21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平和の礎（沖縄県糸満市） 
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【第212回国会】 

（1）委員名簿（25人） 

委員長 松木けんこう君 立憲 
理 事 伊東  良孝君 自民 理 事 島尻 安伊子君 自民 
理 事 鈴木  貴子君 自民 理 事 西銘 恒三郎君 自民 
理 事 神谷   裕君 立憲 理 事 道下  大樹君 立憲 
理 事 髙橋  英明君 維新 理 事 金城  泰邦君 公明 
 東   国幹君 自民  井野  俊郎君 自民 
 小渕  優子君 自民  尾身  朝子君 自民 
 鈴木  隼人君 自民  武井  俊輔君 自民 
 中谷  真一君 自民  宮内  秀樹君 自民 
 山口   晋君 自民  和田  義明君 自民 
 小川  淳也君 立憲  屋良  朝博君 立憲 
 藤巻  健太君 維新  佐藤  英道君 公明 
 長友  慎治君 国民         赤嶺  政賢君 共産 

 

（2）設置の目的  

沖縄及び北方問題に関する対策樹立のため 

 

（3）議案審査  

付託された議案はなかった。 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 沖縄北部テーマパークプロジェクト「ＪＵＮＧＬＩＡ（ジャングリア)」の年間来

場者数、経済効果及び地域雇用の見通し 

・ 沖縄科学技術大学院大学（ＯＩＳＴ）設置後11年間の成果、実績及び総括 

・ 全国と沖縄での子供の貧困の環境の違いに対する沖縄及び北方対策担当大臣の認識 

・ 沖縄振興公共投資交付金（いわゆる「ハード交付金」）の増額についての沖縄及び

北方対策担当大臣の所見 

・ 日米地位協定及び同合意議事録改定の必要性 

・ 公共インフラ整備の一環として沖縄振興予算で軍事目的の空港・港湾を整備するこ

とは、政府が強調してきた沖縄県民に対する償いの心に反するとの認識についての沖

縄及び北方対策担当大臣の見解 

・ 令和５年11月に墜落したＣＶ－22オスプレイの放射線リスクについての政府の見解 

・ 有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）の一種であるペルフルオロヘキサンスルホン酸（Ｐ

ＦＨⅹＳ）に係る暫定指針値設定の必要性 

・ 北方領土隣接地域の振興についての沖縄及び北方対策担当大臣の所感 

・ 北方墓参の早期再開に向けた外務省の決意 

 




